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十日町市第２次学区適正化方針に関するアンケート調査について（結果） 

 

令和３年11月11日 

第１ 調査結果 

１ 回収結果 

 (1) 対象世帯数（調査票配布数） 3,053件（母集団（N）） 

 (2) 回収票数 1,326件（回収率：43.4％） 

有効票数（集計対象） 1,315件（回収率43.1％）（標本全体） 

 (3) 保護者の類型による内訳（N=3,053） 

対象者区分 対象世帯数 有効票数 回収率(％) 

Ａ 未就学児のみの保護者 740 288 38.9 

Ｂ 小学生以上の保護者（Ａ以外） 2,313 1,027 44.4 

  

２ 調査内容 

問３ 十日町市の学区再編（学校統合）の基本方針への賛否の状況（単一回答） 

  (1) 小学校では１学年１学級以上であること。（複式学級が解消される学校規模） 

（n=1,315） 

●賛成意見は合わせて1,132件（86.1％）、反対意見は合わせて168件（12.8％） 

●全体として86.1％が賛成 

●賛成できないとする回答が、松代小（33.9％）、飛一小（50.0％）、松之山小

（55.5％）で比較的高い。 

 

 

調査結果（ダイジェスト） 

賛成できる

748

57%

おおむね賛成で

きる

384

29%

あまり賛成でき

ない

126

10%

賛成できない

42

3%

無回答

15

1%

問３(1) 基本方針（小学校）の賛否

賛成できる おおむね賛成できる あまり賛成できない 賛成できない 無回答
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松代小

田沢小

橘小

上野小

千手小

西小

馬場小

水沢小

下条小

鐙島小

吉田小

川治小

飛一小

東小（中条中）

東小（十中）

中条小

十小

問３(1) 基本方針（小学校）の賛否 小学校区別割合

賛成できる おおむね賛成できる あまり賛成できない 賛成できない 無回答
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 (2) 中学校では１学年２学級以上であること。（クラス替えが可能で、各教科担任

が充足される学校規模） 

（n=1,315） 

●賛成意見は合わせて1,061件（80.7％）、反対意見は合わせて228件（17.4％） 

●全体としては80.7％が賛成 

●賛成できないとする回答が、川西中（31.1％）、吉田中（41.9％）、松代中

（57.6％）、松之山中（66.7％）で比較的高い。 

 

 

  

賛成できる

664

51%

おおむね賛成でき

る

397

30%

あまり賛成できな

い

151

11%

賛成できない

77

6%

無回答
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2%

問３(2) 基本方針（中学校）の賛否

賛成できる おおむね賛成できる あまり賛成できない 賛成できない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

松之山中

松代中

中里中

川西中

水沢中

下条中

吉田中

南中

中条中

十中

問３(2) 基本方針（中学校）の賛否 中学校区別割合

賛成できる おおむね賛成できる あまり賛成できない 賛成できない 無回答



4 

 

問６ あなたの居住地区での小・中学校（問２で選択した学校区）の学区再編（学

校統合）についてお尋ねします。 

【小学校】 

■全体（n=1,315） 

(1)-1  あなたの居住地区の小学校について、学区再編が必要だと思いますか 

●「不要」が913件（69.4％） 

●「必要」と「懸念事項が解決すれば必要」は合わせて368件（28.0％） 

●自校が再編対象ではない、又は再編対象でも受け入れる学校区で、「不要」の

回答が過半数以上（十小（86.6％）、中条小（55.4％）、東小（76.4％）、川治

小（93.8％）、下条小（69.1％）、西小（93.2％）、千手小（74.7％）、田沢小

（86.5％）、松代小（83.1％）及び松之山小（61.1％）） 

●自校が再編対象である学校区で、「必要」の回答が過半数以上（吉田小

（88.5％）、鐙島小（75.0％）、水沢小（63.5％）、馬場小（85.2％）、上野小

（80.0％）及び橘小（87.5％）） 

  〇 吉田小と鐙島小、水沢小と馬場小、上野小と橘小は、それぞれ互いに

再編を意識 

  〇 上野小と橘小では、一部で千手小を含めた再編を意識 

●自校が再編される学校区であっても、「不要」の回答が過半数以上 

 （飛一小（60.0％）） 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

松之山小

松代小

田沢小

橘小

上野小

千手小

西小

馬場小

水沢小

下条小

鐙島小

吉田小

川治小

飛一小

東小（中条中区）

東小（十中区）

中条小

十日町小

問６(1)-1 小学校の学区再編（小学校区別割合）

必要 下記の懸念事項が解決されれば必要 不要 無回答
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【中学校】 

■全体（n=1,315） 

(2)-1 あなたの居住地区の中学校について、学区再編が必要だと思いますか 

●「不要」が807件（61.4％） 

●「必要」と「懸念事項が解決すれば必要」は、合わせて461件（35.1％） 

●自校が再編対象ではない、又は再編対象でも受け入れる学校区で、「不要」の

回答が過半数以上（十中（76.6％）、南中（88.5％）、松之山中（66.7％）） 

●自校が再編対象である学校区で、「必要」の回答が過半数以上 

（吉田中（64.5％）、下条中（55.8％）、水沢中（56.7％）） 

 〇 吉田中では、吉田中を中心に川西中を含めた再編を意識（吉田小で多い） 

 〇 下条中では、中条中への再編を意識 

 〇 水沢中では、水沢中を中心に中里中を含めた再編を意識 

●自校が再編される学校区であっても、「不要」の回答が過半数以上 

（中里中（54.8％）、松代中（55.9％）） 

 〇 中里中では、中里中を中心に水沢中を含めた再編を意識（比較的多い） 

 〇 松代中では、松代中を中心に松之山中を含めた再編を意識（比較的多い） 

●自校が再編対象である学校区で、「必要」と「不要」の回答がほぼ拮抗 

（中条中（必要：47.3％／不要：48.4％）、川西中（必要：48.4％／不要：47.0％）） 

〇 中条中では、中条中を中心にした再編を意識しているが、東小学校区で

は十中への再編を意識 

〇 川西中では、川西中を中心に吉田中を含めた再編を意識 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

松之山中

松代中

中里中

川西中

水沢中

下条中

吉田中

南中

中条中

十中

問６(2)-1 中学校の学区再編（中学校区別割合）

必要 下記の懸念事項が解決されれば必要 不要 無回答
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問11（東小学校区の保護者限定） 

  特に東小学校区にお住いの保護者にお尋ねします。市では、東小学校区全域を

十日町中学校区に再編する方針としていますが、この方針についてのあなたのお

考えを伺います。（単一回答） 

 

 （1） 調査概要 

  ア 対象世帯数（調査票配布数） 327件（母集団（N））（未就学児のみ世帯86+

小学生以下世帯136+中学生以下世帯105） 

  イ 回収票数 153件（回収率：46.8％） 

     有効票数（集計対象） 153件（回収率46.8％）（標本全体を構成） 

ウ 保護者の類型による内訳（N=327） 

対象者区分 対象世帯数 有効票数 回収率(％) 

Ａ 未就学児のみの保護者 86 37 43.0 

Ｂ 小学生以上の子がいる

保護者（Ａ以外） 

241 116 48.1 

エ あなたの居住地区における小学校区をお答えください。（単一回答） 

（n=153） 

中学校区 回答数 割合（％） 

十日町 71 46.4 

中条 82 53.6 

 

（東小学校区の保護者限定）＜全体＞ 

● 「①市の方針でよい」と「③…各家庭の判断に任せた方がよい。」は合わ

せて127件（83.0％） 

● 「②市の方針ではない方がよい。（これまでどおり）」の回答は、17件

（11.1％） 

● 回答者の83パーセントが、現状維持を望んでいないことが認められる。東

小学校区の中学校進学が分かれることについて、多くの保護者が懸念 

 

■東小学校区（全体）（n=153） 

 
内容 

回答 

件数 割合(%) 

① 市の方針でよい。 99 64.7 

② 市の方針ではない方がよい。（これまでどおりでよい） 17 11.1 

③ 児童の東小学校卒業後、十日町中学校と中条中学校のどち

らに進学するかは各家庭の判断に任せた方がよい。 
28 18.3 

④ その他（上記以外にあればこの欄にご記入ください） 6 3.9 

 無回答 3 2.0 
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第２ 教育委員会所見 

 当市の学区再編（学校統合）の基本方針（※）については、問３の結果により、小

学校で86.1パーセント、中学校で80.7パーセントの賛成の回答であったことから、概

ね保護者の理解を得ていることがうかがえる。 

 ※ 小学校では、１学年１学級以上であること。（複式学級が解消される学校規模） 

中学校では、１学年２学級以上であること。（クラス替えが可能で、各教科担任

が充足される学校規模） 

 

 しかしながら、問６の回答者の居住地区における小・中学校の学区再編については、

回答者の居住地区により、また、小・中学校の別により必要性の認識が異なる結果と

なった。 

小学校区では、自校が再編対象ではない、又は再編対象でも受け入れる学校区では、

不要の回答が多いが、自校が再編対象（再編する場合とされる場合の両方を含む。）と

なっている学校区では必要の回答が多く、再編を必要と考えている保護者が多いこと

がうかがえる。また、再編の組み合わせについても明確な傾向が認められる。 

ただし、飛渡第一小学校は、再編対象校ではあるものの、回答者の半数以上が再編

を不要と回答しており、再編を不要と考えている保護者が多いことがうかがえる。 

中学校区では、小学校区同様、自校が再編対象ではない、又は再編対象でも受け入

れる学校区では不要の回答が多い。 

自校が再編対象（再編する場合とされる場合の両方を含む。）となっている学校区

では必要の回答が不要を上回っているものの、小学校区と比較すると必要と考えてい

る保護者は少ないことがうかがえる。 

また、必要と回答した中でも、再編の組み合わせでは、再編を必要とした回答者の

中に自校への再編を意識した回答も多く、自校の存続を前提に再編を考えている保護

者が少なくないことがうかがえる。 

 

以上 


